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はじめに 
 
今月は、米国の IT関連R&D政策の動向について取り上げる。 
2002年2月の本駐在員報告でも触れたとおり、ブッシュ政権下ではHPCC、NII、NGI、

IT2といった名称は姿を消し、Networking & IT R&D（NITRD）というごく普通の名称に一本
化されてしまった。しかし、前政権下における華々しさこそ無いものの、NITRDはブッシュ政
権のスローガンである「National, Homeland, and Economic Security」（国家、国土及び経
済の安全保障）のために必要不可欠なものとして重視されており、特にサイバー･セキュリティ

に関するR&Dについては、去る 2002年11月に「Cyber Security Research and 
Development Act（サイバー・セキュリティ研究開発法）」が成立して 5年間で 9億ドルが投入
されることとなったところである。 
以下に、米国の IT関連R&D政策について、この 1年間の動向を中心に概観してみたい。 

 
 
1. 米国連邦政府のNetworking & IT R&Dの基本的枠組み 
 
連邦政府の「ネットワーキング及び情報技術研究開発」（Networking and Information 

Technology Research and Development： NITRD）については、2002年7月にNSTC（国
家科学技術会議）の IT R&D省庁間WG （IWG/ITR&D）が公表した恒例の“2003年度版ブ
ルーブック” （http://www.hpcc.gov/pubs/blue03/index.html）に取りまとめられている。（こ
のブルーブックの日本語訳は、（財）日本情報処理開発協会（JIPDEC）の先端情報技術研究
所（AITEC）のホームページ（http://www.icot.or.jp/）に掲載されている。） 

 
2002年1月のブッシュ大統領の一般教書演説において言及されたブッシュ政権の3つの優
先事項を引用し、「Strengthening National, Homeland, and Economic Security」（国家、
国土及び経済の安全保障の強化）と名付けられたこの 2003 年度版ブルーブックには、IT 関
連R&Dの 2003年度予算承認に向けての参考資料として、各省庁の研究内容の概要、2002
年度予算額と 2003年度予算要求額などが記載されている。 

 
NITRDの基本的な枠組みである分野別分類（Program Component Area： PCA）や推進
体制については、2002年2月の本駐在員報告でも触れており、基本的に変わっていないので、
ここでは図表1～3を掲げておくだけにして、説明は省略する。1年前の2002年度版と比較す
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ると、 
 LSN（大規模ネットワーク）プログラム下のサブ・プログラムとして、Middleware and 

Grid Infrastructure Coordination（MAGIC）が設置された。 
 DODの窓口となる部局がOffice of Director, Defense Research & Engineeringに変
更になった。 
等の変更点が確認できる。 
 

図表1 NITRDの分野別分類（PCA） 
略号 PCAの名称 仮訳 
HEC 
I&A 

High End Computing 
Infrastructure and Applications 

高性能コンピューティング 
インフラ及びアプリケーション 

HEC 
R&D 

High End Computing 
Research and Development 

高性能コンピューティング 
研究開発 

HCI 
& IM 

Human Computer Interaction and 
Information Management 

人とコンピュータとの間のやり

とり及び情報管理 
LSN Large Scale Network 大規模ネットワーク 
SDP Software Design and Productivity ソフトウェア設計及び生産性 
HCSS High Confidence Software and Systems 高信頼性ソフトウェア及びシス

テム 
SEW Social, Economic, and Workforce Implications 

of Information Technology and Information 
Technology Workforce Development 

ITの社会・経済・労働力への影
響及びIT労働力開発 

（出展： 2003年度版ブルーブックから作成） 
 

図表2 NITRDの関係省庁・機関 
略称 名称 備考 
AHRQ Agency for Healthcare and Quality HHS傘下 
DARPA Defense Advanced Research Projects Agency DOD傘下 
ODDR&E Department of Defense, Office of Director, Defense 

Research & Engineering 
DOD傘下 

DOE/NNSA DOE National Nuclear Security Administration DOE傘下 
DOE/OS DOE Office of Science DOE傘下 
EPA Environmental Protection Agency  
NASA National Aeronautics and Space Administration  
NIH National Institute of Health HHS傘下 
NIST National Institute of Standards and Technology DOC傘下 
NOAA National Oceanographic and Atmospheric Administration DOC傘下 
NSA National Security Agency DOD傘下 
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NSF National Science Foundation  
（出展： 2003年度版ブルーブックから作成） 

 
図表3 NITRD推進のための組織体制 

（出展： NCO/ITR&Dのホームページ） 
 
 
2. 2003年度予算要求の概要 
 

2002年7月に公表された2003年度版ブルーブックによると、NITRDの2003年度予算要
求額は対前年度比3.2%増の18億8,900万ドルである。NITRDのPCA別、省庁別の2002
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年度予算額及び 2003年度予算要求額は、図表4、5の通りである。 
 

図表4 2002年度のNITRD予算額 
（単位： 百万ドル） 

 

 Agency   (HEC I&A)  (HEC R&D)    (HCI & IM)   (LSN)   (SDP)   (HCSS)   (SEW)   Totals  

 

NSF 225.1 66.4 132.6 102.8 44.4 45.8 58.8 676 

NIH 79.5 7.7 82.0 105.6 5.6 3.6 11.4 295 

DARPA 17.4 63.9 35.8 35.0 65.6   218 

NASA 36.1 26.0 27.8 14.4 22.4 47.1 7.0 181 

DOE Office of 
Science 

97.2 29.5 16.4 27.8   3.5 174 

NSA  41.6  1.3  32.7  76 

NIST 3.5  3.2 6.2 7.5 2.0  22 

NOAA 13.8 1.8 0.5 2.8 1.8   21 

ODDR&E  2.0 1.8 5.7 1.6 1.0  12 

AHRQ   8.0 6.0    14 

EPA 1.8       2 

          

Subtotals* 474.4 238.9 308.1 307.6 148.9 132.2 80.7 1,691 

         

DOE/NNSA 42.1 33.5  25.9 33.2  4.2 139 

         

 

Totals* 516.5 272.4 308.1 333.5 182.1 132.2 84.9 1,830 

 

* これら合計額は、端数処理の足し上げとプログラムの見積りの変更のため、2003年度大統領予算教書の額とは異なる。 

（出展： 2003年度版ブルーブック） 
 

図表5 2003年度のNITRD予算要求額 
（単位： 百万ドル） 

 

 Agency   (HEC I&A)  (HEC R&D)    (HCI & IM)   (LSN)   (SDP)   (HCSS)   (SEW)   Totals  

 

NSF 215.2 68.3 132.2 102.4 45.8 50.1 64.8 679 

NIH 88.2 8.9 90.8 117.5 5.8 3.7 11.8 327 
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DARPA 16.8 81.9 35.5 29.2 60.0   223 

NASA 68.4 26.0 23.8 4.5 40.0 43.3 7.0 213 

DOE Office of 
Science 

98.5 39.3 16.4 28.1   3.5 186 

NSA  31.9  1.3  28.1  61 

NIST 3.5  3.2 6.2 7.5 2.0  22 

NOAA 13.3 1.8 0.5 2.8 1.5   20 

ODDR&E  1.8 1.8 6.3 1.9 1.0  13 

AHRQ   5.0 4.0    9 

EPA 1.8       2 

          

Subtotals* 505.7 259.9 309.2 302.3 162.5 128.2 87.1 1,755 

         

DOE/NNSA 41.4 39.5  14.7 34.2  4.3 134 

         

 

Totals* 547.1 299.4 309.2 317.0 196.7 128.2 91.4 1,889 

 

* これら合計額は、端数処理の足し上げとプログラムの見積りの変更のため、2003年度大統領予算教書の額とは異なる。 

（出展： 2003年度版ブルーブック） 
 

2003年度版ブルーブックでは、各PCAにおける主な研究課題や参加省庁の代表的活動が
記述されているが、ここでは省略させていただき、以下に 2003年度版ブルーブックがトピック
スとして取り上げている活動の概要だけを記載しておく。 
 
NSFの「Distributed Terascale Facility（DTF）」 

NSF は、米国の大学にテラスケール・コンピューティングの能力と恩恵をもたらすことを目
的として、3年間で 5,300万ドルを投入して、グリッド･コンピューティングにより 11.6TFLOPS
のピーク性能と 450TB 以上のストレージを有する分散型テラスケール・システムを構築する
「Distributed Terascale Facility（DTF）」計画を実施している。 

DTF の資金によって、大学間コンピューティング・インフラ整備プログラム PACI の二つの
中心施設であるサンディエゴ・スーパーコンピュータ・センター（SDSC）と国立スーパーコンピ
ュータ・アプリケーション･センター（NCSA）、及びDOEアルゴンヌ国立研究所（ANL）、カリフ
ォルニア工科大学（Caltech）の 4 か所にコンピューティング･プラットフォームの設置が進めら
れており、2003年度には、これらが40Gbpsの光ネットワークによって接続され運用可能にな
る見込である。 
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（なお、NSFは DTFの次のステップとして、これとピッツバーグ･スーパーコンピューティン
グ・センターとを統合するETF（Extensible Terascale Facility）計画も進めている。） 
 
DOEの「Scientific Discovery Through Advanced Computing（SciDAC）」 

DOE 科学局（Office of Science）は、2001 年度から開始した「Scientific Discovery 
Through Advanced Computing（SciDAC）」プログラムによって、DOEのミッションに関連す
る分野の基礎研究を進展させるため、テラスケール･コンピュータの利用に必要な科学計算用

ソフトウェア及びハードウェアの開発を行っている。 
複数年度にまたがるSciDACプログラムには、DOEの13の研究所と50以上の大学が参
加しており、気候シミュレーション・予測（14 プロジェクト）、量子化学・流体力学（10 プロジェク
ト）、核融合エネルギー科学を進展させるプラズマシステムのシミュレーション（5 プロジェクト）、
自然の根本的プロセス（4プロジェクト）、拡張性のある計算ライブラリ（3プロジェクト）、高性能
コンポーネント・ソフトウェア技術（4プロジェクト）、共有分散リソースへの安全な遠隔アクセス・
高速ネットワーク上の大規模転送・協調ツール（10 プロジェクト）、計 51 プロジェクトに総額
5,700万ドルが投入されている。 
 
DARPAの「High Productivity Computing System」 

DARPA は、製造・保守コストを抑えつつ速度・移植性・拡張性を向上させたより小型のスー
パーコンピューティング・プラットフォームの設計を可能とするため、システム･アーキテクチャ

とコンポーネント技術でのブレークスルーを通じて2010年までに全く新しい商用システムの実
現を目指す「High Productivity Computing System」プログラムに着手している。 
革新的コンセプトから技術的設計、プロトタイプ製作に至る3段階のR&Dを通じて、今日の
スーパーコンピュータの 10～40 倍の性能向上、アプリケーション開発期間及び運用コストの
削減による生産性の大幅な向上、移植性の向上（システムの固有性から分離されたアプリケ

ーション･ソフトウェア）、堅牢性・信頼性の実質的向上が達成されると期待されている。 
 
LSN Coordinating Group傘下の「Middleware and Grid Infrastructure Coordination
（MAGIC）」チーム 

2002年1月にLSN（大規模ネットワーク）Coordinating Groupは、ミドルウェア及びグリッ
ドに関する省庁間の調整、相互運用可能なグリッド技術とその配備の促進･奨励、広範に利用

可能なミドルウェア・ツールとサービスの開発、及びこれらの技術に関する効果的な国際協調

のためのフォーラムの開催のため、「Middleware and Grid Infrastructure Coordination
（MAGIC）」チームを設置した。 

MAGIC にはミドルウェア及びグリッドに関するプロジェクトを実施している連邦政府機関の
代表者と産学の研究者、製品開発者、オペレータ、ユーザーなどが参加しており、短期的目標

として、国内外のグリッド・プロジェクトの文書化、2002 年夏のワークショップ開催、アプリケー
ション開発者・民間企業・ユーザーの参加者増を掲げている。 
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なお、2003年度版ブルーブックはその冒頭で、連邦政府による IT R&Dがテロ事件への
対応に役立ったことを示すトピックスとして、以下のような活動を紹介している。 
 

 DARPA（国防高等研究計画庁）、NSF（国家科学財団）等からの資金によって開発された
ロボット車両のプロトタイプなどを有するロボット工学の研究者達による 4つのチームが、ニ
ューヨークの世界貿易センタービル跡地（グラウンド･ゼロ）に急行し、FEMA（連邦緊急事
態管理庁）の指揮のもと、生存者の捜索、内部状況の観察等のため、最小で靴箱程の小型

ロボット車両を灼熱の瓦礫の山の内部最大 45 フィート（13.5m）まで送り込んだ。（残念なが
ら、発見できたのは遺体のみであったが。） 

 
 NASA（国家航空宇宙庁）のJPL（ジェット推進研究所）の研究者達は、航空機搭載型可視
／赤外イメージング分光計（AVIRIS）によって、グラウンド・ゼロの 30 余りの高温部位を特
定し、集中的な鎮火・冷却活動に貢献した。また、AVIRIS の超分光データはカリフォルニア
州のJPLの高性能コンピュータで処理された後、デンバーのUSGS（米国地質調査所）でコ
ンピュータ解析され、研究者達は、グラウンド･ゼロの空中及び地上にあるアスベスト等の物

質の詳細なレポートを作成した。このレポートは、グラウンド･ゼロにおける作業者達のため

の適切な呼吸器保護等の対策に活用された。 
 

 連邦政府の支援によりレーザー・マッピング技術を研究しているフロリダ大学の研究者達
は、DOD（国防省）の要請を受けて、NOAA（国家海洋大気庁）によって提供された航空機
とカナダの Optech 社によって提供された航空機搭載型レーザー走査装置などを用いて、
グラウンド･ゼロに残っている構造物やペンタゴンの損傷状況の高精度の地上レベル画像

などを作成した。これらの画像は、構造物の損傷状態や作業者の危険度の評価などに活用

された。また、フロリダ大学の研究者達は、NSF の「緊急対応」資金を受けて、その三次元
マッピング技術を将来の災害予防・緩和にも役立てる方法について提案を行う予定である。 

 
連邦政府の R&D 活動をこうした緊急事態において役立てようとすることや、更にはそのこ
とをこうした資料で宣伝することは、取り立てて驚くべきことではないとして、感心するのは、そ

の対応の早さと体制である。 
ロボット工学チームの一つである南フロリダ大学チームは、航空機が全面的に飛行禁止に

なる中で、2,000km もの遠方からバンにプロトタイプのロボットと大学院生を乗せて駆けつけ
翌朝（9月12日朝）には到着したというし、NASAによって収集された超分光データはFEMA
の急便によってカリフォルニア州の JPLまで運ばれたという。 
迅速な初期動作と FEMA による危機管理、それに何より普段の研究を緊急事態に役立て
たいという研究者達の思いによって、あの混乱状態の中で数日から 2週間程度で一応のアウ
トプットを出していることには感心させられる。 
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3. 2003年度予算承認の概要 
 

2003 年 2 月 20 日、ブッシュ大統領が未成立だった 11 の 2003 年度連邦政府予算承認
（appropriation）法の一括処理法案に署名し、やっと 2003 年度の連邦政府予算の承認が完
了した。 
残念ながら、現時点では 2003年度のNITRD予算承認額については明らかになっていな
いので、以下に、米国科学振興協会（AAAS）のホームページ（http://www.aaas.org/spp/rd/）
に掲載されている連邦R&D予算全体の動向について触れておくこととする。 

 
図表 6 からわかるように、2003 年度の連邦 R&D 予算承認額は対前年度比 13.8%増の

1,171億600万ドルで、要求額に比べても 4.7%の増であった。（大統領予算教書はあくまでも
議会における予算審議の「たたき台」であり、上院・下院における審議の過程で増額になること

もめずらしいことではない。） 
 

図表6 2003年度の連邦R&D予算承認額 
（単位： 百万ドル） 

対 FY 2003要求 対 FY 2002予算 
 

FY 2002 

予算 

FY 2003 

要求 

FY 2003

承認 増減額 ％ 増減額 ％ 

DOD(military)  

  科学技術＋医療 

  その他 

49,877 

10,337 

39,539 

54,460

9,706

44,753

58,646

11,232

47,415

4,187

1,525

2,662

7.7%

15.7%

5.9%

8,769 

894 

7,875 

17.6%

8.6%

19.9%

NASA 10,224 10,717 10,999 283 2.6% 775 7.6%

DOE 

  Office of Science 

  エネルギーR&D 

  原子力国防R&D 

8,078 

3,074 

1,244 

3,761 

8,059

3,035

1,211

3,812

8,205

3,075

1,281

3,849

146

40

70

37

1.8%

1.3%

5.8%

1.0%

127 

1 

37 

89 

1.6%

0.0%

3.0%

2.4%

HHS 

  NIH 

23,696 

22,714 

27,320

26,430

27,205

26,245

-115

-184

-0.4%

-0.7%

3,509 

3,531 

14.8%

15.5%

NSF 3,525 3,651 3,927 276 7.6% 401 11.4%

Agriculture  2,112 1,911 2,166 255 13.4% 54 2.6%

DOC 

  NOAA 

  NIST 

1,328 

778 

503 

1,263

775

466

1,389

825

527

126

50

61

10.0%

6.4%

13.0%

61 

47 

24 

4.6%

6.0%

4.7%

その他 4,059 4,480 4,569 89 2.0% 510 12.6%

R&D合計  102,899 111,861 117,106 5,245 4.7% 14,207 13.8%
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国防R&D  53,731 58,762 62,986 4,224 7.2% 9,254 17.2%

非国防R&D  

  除：NIH 

49,167 

26,453 

53,099

26,669

54,121

27,875

1,022

1,206

1.9%

4.5%

4,953 

1,422 

10.1%

5.4%

基礎研究 23,898 25,616 26,112 496 1.9% 2,214 9.3%

応用研究 24,191 25,290 26,697 1,407 5.6% 2,506 10.4%

研究合計 48,088 50,905 52,809 1,904 3.7% 4,721 9.8%

（出展： 米国科学振興協会（AAAS）ホームページから作成） 
 

R&D 予算の省庁別内訳を見ると、対前年度で特に大きな伸びを示しているのは DOD と
NIH であり、昨年に引き続き今年も「国防・ライフサイエンス偏重」予算になっていることがわ
かる。ただし、昨年と違うのは、図表 6の対要求額比の欄を見ればわかるように、今年は予算
審議の過程でライフサイエンス予算の増額が抑制されたということであろう。 
この背景には、物理学や工学など非ライフサイエンス分野の研究者の不満が抑えきれなく

なり、大統領科学技術諮問委員会（PCAST）（http://www.ostp.gov/PCAST/pcast.html）も
2002年 10月に「2004年度以降の 5年間で物理学及び関連省庁にまたがる工学の予算をラ
イフサイエンスと同等まで増額すべき」旨の提言を行うに至ったという状況がある。 

2002 年 12 月には、ブッシュ大統領が「NSF 予算倍増法」とでも言うべき「NSF 
Reauthorization Act」に署名し、NSFの 2003～2007年度の予算が認可（authorize）された。
（図表 7） 実際の予算額は毎年度の議会及び大統領の承認（appropriation）によって決まる
ものではあるが、NSF の 2003 年度の予算承認（appropriation）を見る限り、「予算倍増法」
による認可（authorization）額に近い額が確保されている。 
 
図表7 「NSF Reauthorization Act」によるNSFの予算認可（authorization）額 

（単位： 百万ドル） 
 FY2003 

要求 
FY2003 
認可 

FY2004 
認可 

FY2005 
認可 

FY2006 
認可 

FY2007 
認可 

研究・関連活動 3,783.21 4,155.69 4,799.82 5,543.79 － － 
IT    678.00 704.00 774.00 － － － 
Nanotechnology    221.25 301.00 350.00 － － － 
教育・人材 908.08 1,006.25 1,157.19 1,330.77 － － 
主要研究設備・施設 126.28 172.05 211.18 258.88 － － 
その他 218.22 202.40 222.64 244.95 － － 
合計 5,035.79 5,536.39 6,390.83 7,378.34 8,519.78 9,839.26 

（出展： NSFのホームページから作成） 
 
こうした中で、2003年度の国防関連R&D予算については、国際情勢の緊迫や 2002年秋
の中間選挙における共和党の勝利を受けて、2003年度要求額に比べても一層の大幅増強が
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承認されている。 
 
 
4. 2003年度予算におけるIT関連のトピックス ～サイバー・セキュリティ研究開発法 
 
ブッシュ大統領は2002年11月27日、コンピュータ及びネットワーク・セキュリティに関する
研究開発の促進と人材育成を目的とする「Cyber Security Research and Development Act
（サイバー・セキュリティ研究開発法）」に署名し、同法が成立した。 

 
下院科学委員会のホームページに掲載されているサイバー･セキュリティ研究開発法案

（H.R.3394）の要旨（http://www.house.gov/science/hot/homeland/cybersum.htm）によると、
同法案の背景となっている現状の問題点と同法案による解決策は以下の通りである。 
 
【問題点】 
米国は、水道、電力など日常生活における多くの重要な局面でコンピュータ・システムやネ

ットワークに依存するようになっており、テロリストからのサイバー攻撃に非常に傷つきやすく

なっている。 
現在得られる技術ではコンピュータ・システムやネットワークを十分に防護できず、その防

護のための新しい方策を開発するための研究開発も比較的少ない。 
なぜなら、 
・ 民間部門は、市場がスピードと便利さだけを重視するので、サイバー･セキュリティに

投資するインセンティブが小さい。 
・ 連邦政府はそのギャップを埋めていないばかりか、慢性的にサイバー･セキュリティ

への投資が足りない。（連邦政府全体で年間約 6,000万ドルをサイバー･セキュリティ
に費やしている。） 
・ これは一つには、国家としての強力なサイバー･セキュリティ研究遂行に責任を持つ

省庁が無いからである。 
・ その結果、サイバー･セキュリティ研究が不足しており、サイバー･セキュリティへの基

本的対応が長い間変わっていない。また、 
・ 比較的資金が少なく、研究者も少なく、最小限の注目しか集まらない分野であるため、

サイバー･セキュリティに関心を持つ学生も少なく、問題を恒常化させている。 
 
【解決策】 
これらの課題に対応するため、NSFとNIST（2003年度予算においてその有効性について
言及された 2省庁）に新しい研究･教育プログラムを創設する。このプログラムの目的は、サイ
バー・セキュリティのより革新的な研究を促進するとともに、この分野により上級の研究者や学

生を惹き付けることである。米国が民間及び政府のコンピュータへのテロリストからの攻撃を
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予防しまたそれと戦うため、本法は以下の新しいプログラムに5年間で9億300万ドルを認可
（authorize）する。特に、 
NSF 

NSF は、以下のことを実現するための強力なプログラムを（外部からのレビューを通じて）
創設する。 
・ 大学が単独で、又は他大学や産業界や政府の研究所と協力して、複数の学術領域に

またがる「コンピュータ及びネットワーク・セキュリティ研究センター」を設立すること。 
・ 大学が、サイバー・セキュリティに関する学士及び修士プログラムを創設・改善するこ

と。 
・ 博士課程の学生がコンピュータ及びネットワーク・セキュリティで学位を取得するため

の研究奨学金を受け、また産業界とともに働くこと。 
NIST 

NIST は、以下のことを実現するための強力なプログラムを（外部からのレビューを通じて）
創設する。 
・ 産学連携によって産業界の関心に応えるための研究センターを設立すること。 
・ 関連分野の上級研究者がサイバー･セキュリティに関する研究を行うこと。 
・ ポスドクがサイバー･セキュリティに関する研究の機会を利用すること。 

 
また、同法の概要と 2003～2007 年度の予算認可（authorization）額（実際の予算額は毎
年度の予算承認（appropriation）によって決定される）は、以下の通りである。 
 

 コンピュータ・システムのセキュリティ研究のためのポスドク及び上級研究者への研究奨
学金（2億7,500万ドル）（図表8の⑦） 

 暗号技術、プライバシー、ワイヤレス･セキュリティや、知的財産権の侵害を含むサイバー
犯罪の検知、捜査、起訴等の法執行能力の強化など、セキュリティ関連 9分野の研究グラ
ント（2億3,300万ドル）（同①） 

 コンピュータ及びネットワーク・セキュリティの研究者や専門家の数の増加と質の向上を
図るための「コンピュータ及びネットワーク・セキュリティ研究センター」の設立（1 億 4,400
万ドル）（同②） 

 コンピュータ及びネットワーク・セキュリティに関する学士及び修士プログラムを創設･改
善するための大学へのグラント（9,500万ドル）（同③） 

 コンピュータ及びネットワーク・セキュリティ研究を行う大学院生のための実習プログラム
の創設（9,000万ドル）（同⑤） 

 ネットワーク・セキュリティの改善のための研究、及びコンピュータ・システムのセキュリテ
ィの改善方法に関する複数の学術領域にまたがる長期的ハイリスク研究（3,200 万ドル）
（同⑨） 

 大学院生にサイバー･セキュリティで学位を取らせることによって学術的キャリアを追求す
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ることを奨励するための実習プログラム（2,500万ドル）（同⑥） 
 

図表8 年度別の予算認可（authorization）額 
（単位： 百万ドル） 

（出展： 上院科学委員会ホームページから作成） 

プログラム FY2003 FY2004 FY2005 FY2006 FY2007 合計 
NSF研究       
①研究グラント 35 40 46 52 60 233 
②研究センター 12 24 36 36 36 144 
NSFプログラム       
③能力開発グラント 15 20 20 20 20 95 
④1992年科学・先端技術法 1 1.25 1.25 1.25 1.25 6 
⑤大学院実習 10 20 20 20 20 90 
⑥教官養成実習プログラム 5 5 5 5 5 25 
研究・教育の促進       
⑦NIST研究プログラム 25 40 55 70 85 275 
⑧セキュリティ見直し、公

開会合、情報 
1.06 1.09    2.15 

⑨内部研究 6 6.2 6.4 6.6 6.8 32 
⑩全米科学アカデミー

（NAS）研究 
0.7     0.7 

合計 110.76 157.54 189.65 210.85 234.05 902.85 

 
図表9 年度別の予算認可（authorization）額 
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（出展： 下院科学委員会ホームページから作成） 
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以上のように、「サイバー･セキュリティ研究開発法」の成立によって、米国はサイバー･セキ

ュリティに関する連邦政府支出を現状の約 6,000万ドルから 2003年度に一挙に倍増させ、さ
らに 5年間でその倍増を予定していることになる。 
このように巨額の予算を伴う同法については、「pork barrel」（特定の利害関係者への利益
誘導のための法律）だとの批判もあったようである。 
しかし、優れて「人材問題」の意味合いが強く、一方で民間部門に任せていても十分な「投

資」が期待できないサイバー･セキュリティ対策に関しては、連邦政府が「研究開発」「人材育

成」の名の下に巨額の資金を投入することが、確かに唯一の有効な対策なのであろう。 
 
 
5. 2004年度予算要求の概要 
 
去る2月3日に発表されたブッシュ大統領の2004年度予算教書によると、米国連邦政府の

2004年度のNITRD予算要求額は、対前年比6%増の21億7,900万ドルである。（図表10） 
ただし、この時点では上述のように2003年度の予算が承認されておらず、その承認の過程
で非国防国内予算が一律削減されるという微調整が行われている。そこで、ここでは、2月 20
日の 2003 年度予算承認も踏まえて米国科学振興協会（AAAS）がとりまとめた数字を掲げて
おく。 
 

図表10 Networking & IT R&D（2002～2004年度） 
（単位： 百万ドル） 

省 庁 FY2002
実績 

FY2003
見込 

FY2004
要求 

2003-2004
増減額 

2003-2004
増減% 

NSF 662 678 724 46 6.8% 
Defense 439 442 461 19 4.3% 
HHS 347 374 441 67 17.9% 
Energy 306 310 317 7 2.3% 
NASA 181 213 195 △18 △8.5% 
Commerce 36 38 39 1 2.6% 
EPA 2 2 2 0 0.0% 
合計 1,973 2,057 2,179 122 5.9% 

（出展： 米国科学振興協会（AAAS）資料から作成） 
 
この大統領予算教書や、大統領府の科学技術政策局（OSTP）がそのホームページ
（http://www.ostp.gov/）で公表している2004年度予算関連資料によると、NITRDは2004年
度において、 

 ネットワークの“信頼”（セキュリティ、信頼性、プライバシー） 
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 高信頼性ソフトウェア及びシステム 
 小型・組み込み型センサー技術 
 高性能コンピューティング・プラットフォームのコスト、サイズ、消費電力の低減のための
革新的アーキテクチャ 

 ITの社会的･経済的インパクト 
などに重点を置くことになっている。 
また、NITRD予算増に貢献している HHSの予算増は、バイオインフォマティックス R&D
の重要性の増大を反映しているという。 

 
なお、大統領予算教書等によると、ハイエンド･コンピューティング（つまりスーパーコンピュ

ータ）の重要性の高まりを踏まえ、連邦政府の関係省庁は 2003年にNSTC（国家科学技術会
議）の取りまとめの下に、コア技術に関するロードマップの策定、連邦政府の有する計算能力

及び利用可能性の改善計画、及び関係省庁によるシステムの調達に関する議論を行う予定だ

とされている。（詳細は決まっていないようであるが。） 
 
参考までに、2004年度のR&D予算要求全体を見てみると、AAASによると、R&D予算要
求全体では対前年度比4.4%増の 1,222億5,900万ドルが計上されている。（図表11） 

4.4%の増加といえば、それなりに伸びているように見えるのであるが、実はその内訳を見
ると、国防関連R&Dが対前年度比 7.2%増であるのに対し、非国防関連R&Dは同 1.2%増
であり、やはり国防偏重の予算要求になっていることがわかる。 
こうした中で、NITRD予算要求の対前年度比5.9%の伸びというのは、実はかなり配慮され
たものであると言えるであろう。科学技術政策局（OSTP）はその予算関連資料において、
2004年度 R&D予算要求の重点分野として、①NITRD、②ナノテク、③テロ対策科学技術、
の 3分野を挙げている。 
 

図表11 R&D予算合計（2002～2004年度） 
（単位： 百万ドル） 
対 FY 2003予算 

 FY 2002 
実績 

FY 2003 
見込 

FY 2004 
要求 増減額 ％ 

R&D合計  102,899 117,106 122,259 5,153 4.4% 
国防R&D  53,731 62,986 67,515 4,530 7.2% 

非国防R&D  
  除：NIH 

49,167 
26,453 

54,121 
27,875 

54,744 
27,798 

623 
△77 

1.2% 
△0.3% 

（出展： 米国科学振興協会（AAAS）資料から作成） 
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また、ITに関連する他のR&D予算を見ると、2004年度の国家ナノテク計画（NNI）予算は、
対前年度比9.4%増の 8億4,700万ドルとなっている。（図表12） 
 

図表12 国家ナノテク計画（2002～2004年度） 
（単位： 百万ドル） 

省 庁 FY2002
実績 

FY2003
見込 

FY2004
要求 

2003-2004
増減額 

2003-2004
増減% 

NSF 204 221 247 26 11.8% 
Defense 224 243 222 △21 △8.6% 
Energy 89 133 197 64 48.1% 
NIH 59 65 70 5 7.7% 
Commerce（NIST） 77 69 62 △7 △10.1% 
NASA 35 33 31 △2 △6.1% 
Agriculture 0 1 10 9 900.0% 
EPA 6 6 5 △1 △16.7% 
Homeland Security 
（TSA）（注） 

2 2 2 0 0.0% 

Justice 1 1 1 0 0.0% 
合計 653 742 792 50 9.5% 
（注）Transportation Security Administration（TSA）は以前はDOT傘下。 

（出展： 米国科学振興協会（AAAS）資料等から作成） 
 
 
6. 主要なプログラムの動向 ～ITR 
 

NSFによる IT関連の学術研究振興プログラム ITR（Information Technology Research）
は、2002年2月の本駐在員報告でも触れたとおり、金額的にも内容的にも連邦NITRDの柱
となるプログラムである。 

 
NSFの2002年9月25日付けの発表によると、ITRの2002年度新規案件として、大規模
案件（5年間5～13.5百万ドル）7件、中規模案件（3～5年間1～5百万ドル）95件、小規模案
件（3年間以下50万ドル以下）240件、総額で 1億4,400万ドルにのぼる研究グラントが採択
された。応募が 1,600件以上あったというので、5倍近い倍率ということになる。採択されたグ
ラントの概要は、ITRのホームページ（http://www.itr.nsf.gov/）で検索することが出来る。 

 
また、2003 年度新規案件の募集も、既に ITR のホームページ上で行われている。募集要
項によると、2003年度のグラント総額は約1億4,500万ドルが予定されている。内容について
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は、2000年度（ITRの初年度）は IT自体の基盤的研究が中心、2001年度に様々な科学分野
への応用研究が加えられ、2002年度に学際領域にも拡張されたが、2003年度はこれを踏襲
するとともに、更に知識（knowledge）の獲得と利用の基本的関係やその知識を獲得・組織化・
翻訳するためのツールを重視することとされている。 

 
NSFのホームページ（http://www.nsf.gov/）に掲載されているNSFの2004年度予算要求
の概要によると、ITRについては対前年度比5.9%増の 3億261万ドルの要求となっている。
（これは研究グラントだけでなく設備整備などを含んだ数字である。）（図表13） 
 

図表13 ITR予算 
（単位： 百万ドル） 

FY2002 
実績 

FY2003 
要求 

FY2004 
要求 

2003-2004 
増減額 

2003-2004 
増減% 

277.22 285.83 302.61 16.78 5.9% 
（出展： NSFの 2004年度予算要求の概要） 

 
 
おわりに 
 
本文の中でも触れたように、最近の、①国土安全保障や国家安全保障などに関連する

R&D予算の重視、②非国防R&Dにおけるライフサイエンス分野と非ライフサイエンス分野と
のアンバランスの是正、といった大きな流れの中で、IT関連 R&D の重要性はますます高ま
っていると言えるであろう。 
ブッシュ政権は2004年度のR&D予算要求に当たり、R&Dの「重要性（Relevance）」、「高
度さ（Quality）」、「成果（Performance）」についての評価を強化する方針を表明しているが、
今後、これが具体的にどのように運用されていくのかといった点についても注視していくことが

必要である。 
（了） 

 
（参照URL） 
http://www.itrd.gov/pubs/blue03/leveraging_talents_01.html（図表1、2関連） 
http://www.hpcc.gov/iwg/orgchart.html（図表3関連） 
http://www.itrd.gov/pubs/blue03/agency_budgets.html（図表4、5関連） 
http://www.aaas.org/spp/rd/caprev03.pdf（図表6関連） 
http://www.nsf.gov/od/lpa/congress/107/update/cu02_1219.htm（図表7関連） 
http://www.house.gov/science/hot/homeland/cybertable.htm（図表8、9関連） 
http://www.aaas.org/spp/rd/prev04p.pdf（図表10、11、12関連） 
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本稿に対する御質問、御意見、御要望がございましたら、Ryohei_Arata@jetro.go.jpまでお
願いします。 

mailto:arataryohei@jetro.go.jp
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